◆第2部　経済社会を支える中小企業◆
第2-1-1図　中小企業の企業数、従業者数、製造業付加価値額
～中小企業は、企業数の99.7％、従業者数の約7割、製造業付加価値額の約5割を占めている～ 
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2006年及び2008年時点での中小企業の概況です。

この科目の基本事項をきれいにまとめてあるグラフですので、ここにある数値はバッチリと覚えておきたいです。

「割合」はそんなに変化するものではないので、サブタイトルは暗記必須。

それ以外では、

・中小企業数420万社（99.7%）、うち小規模企業数366万社

・総従業者数4,013万人、うち中小企業従業者数2,784万人（約7割）

・製造業付加価値の総額101兆円、うち中小企業製造業付加価値額48兆円（約5割）

・製造業全体でGDPの約2割を占めていること

などです。

こういった「規模感」を持っておくことが、選択肢の絞り込みに役立つことがありますので、細かい数値も記憶に入れておきたいところです。
第2-1-3図、2-1-5図も出題されそうな図表です。

サブタイトルにある企業数と従業者数の割合を覚えておきましょう。

多くなるのでグラフは載せませんが、下記4つについてはわざわざ個別に分析がなされているので要注意です。

第2-1-7図　労働生産性の分布（製造業）
第2-1-8図　資本装備率の分布（製造業）
第2-1-9図　売上高経常利益率の分布
第2-1-10図　自己資本比率の分布
・各指標の中小企業の平均値

・各指標の大企業の平均値
・各指標の大企業平均を上回る中小企業の割合
を表にまとめるなどして全て覚えておくべきと思います。
第2-1-13図　自社の市場内の位置付け
～製造業で6.2％、非製造業で7.6％の中小企業が自社が主に事業活動を行う市場において第1位に位置していると回答している～ 
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これはアンケート調査ですが、自社の主要事業が市場で第1位と認識している中小企業がこれだけあるというのは意外でした。　意外感のあることは問われやすいと思います。

加えて、上位にある、下位にあると考える中小企業もそれぞれ「3～4割」あるということも一応、押さえておきましょう。

第2-1-16図　中小企業であることのデメリット
～大企業、中小企業ともに、「大規模な事業に対応困難」、「大規模な販売や営業が困難」、「特定の人材への負荷が集中しやすい」と回答する割合が高い～ 
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意外感のあるグラフをもうひとつ。

サブタイトルに書かれているのが上位3つの回答。

ただし、「特定の人材への負荷が集中しやすい」、「少人数の意見で決定しがち」と回答した割合が、中小企業より大企業の方が多いということ。

感覚的には逆に思えることではないでしょうか？

第2-1-17図　規模別の事業所の数
～中小事業所の数は、1991年まで増加し続けた後、減少に転じ、1991年から2006年までに13％減少した～
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第2-1-18図　規模別の事業所の従業者数
～中小事業所の従業者数は、1996年まで増加し続けた後、減少に転じ、1996年から2006年までに9％減少した～
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上記2図は、よく出題される中小事業所数と従業者数の図表で、セットで把握しておきたいです。
どちらもサブタイトルにある推移とピーク年、減少率を覚えておきましょう。
以下の4つの図表も重要。

ここでも、長期的な大企業との比較、中小企業の推移の傾向を中心に、主要数値も記憶しておきましょう。
それぞれの2009年度の数値は、第2-1-7～10図の平均値に対応していることに留意して、セットで覚えるようにしたほうがよいと思います。

第2-1-23図　労働生産性（製造業）
～中小企業の労働生産性は、1990年代前半までは上昇傾向にあったが、1990年代後半からは横ばいで推移している～ 
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第2-1-24図　資本装備率（製造業）
～中小企業の資本装備率は、1990年代前半までは上昇傾向にあったが、1990年代後半からは横ばいで推移している～ 
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製造業の労働生産性、資本装備率とも、一貫して「大企業＞中小企業」です。
第2-1-25図　売上高経常利益率
～中小企業の売上高経常利益率は、長期的に見れば横ばいで推移しているが、おおむね景気変動に合わせて増減している～ 
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1970年代前半は中小企業が大企業を上回っていた時期もありますが、70年代後半以降はずっと大企業が中小企業を上回っていますね。

長期的な推移としては、中小企業が横ばいであるのに対し、大企業は変動の幅が大きいと言えます。
直近の数値は、大企業、中小企業とも覚えておいてください。
第2-1-26図　自己資本比率
～中小企業の自己資本比率は、景気後退の初期に低下したこともあったが、2000年代以降は上昇傾向にある～ 
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常に「大企業＞中小企業」です。
中小企業は蛇行しつつも長期的には上昇傾向にあること、一方、大企業は一貫して上昇していることを覚えておきましょう。

以上の4つの図表は、どれも選択肢にしやすいデータではないかと思いますので、上記のようなイメージを焼き付けておきましょう。
第2-1-27図　規模別の付加価値額（製造業）
～食料品製造業、金属製品製造業、生産用機械器具製造業では、中小企業が多くの付加価値額を生み出している～
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第2-1-1図では、中小製造業は、製造業全体の約5割の付加価値額を生み出していることが示されていました。
この図表では、どの業種で特に中小製造業の付加価値額の占める割合が大きいのか、をサブタイトル通り、金額の順番で覚えましょう。
出題の可能性大だと思います。

第2-1-29図　自社の系列組織への所属状況
～系列組織に所属していると回答した中小企業は、輸送用機械器具製造業で約4割、生産用機械器具製造業で約3割となっている～ 
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サブタイトルにある上位の2業種は暗記必須です。

これに続く第2-1-30～35図は、系列組織に関する様々なデータが示されており、これらはセットでサブタイトルを中心に押さえておきましょう。

ポイントは次の通り。

・いずれの業種においても系列内取引が6割超。特に「電子部品・デバイス・電子回路製造業」では100%です。

・5割を超える中小企業が「親事業者の計画や見通しの共有」、「経営者相互の交流」に取り組んでいること。

・系列組織に属することのメリットとデメリットの内容。

・5割弱の中小企業は、「系列企業との取引を今後も維持しつつ、系列組織外の企業との取引も増やしたい」としている。
第2-1-38 図　中小企業の数（1986～2006年）
～中小企業の数は減少傾向が続いており、1986年から2006年にかけては約2割減少しており、特に製造業や小売業では約4割と大幅に減少している～ 
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超重要な図表です。

業種ごとの動向を押さえておくことも必要です。

サブタイトルはもちろんですが、それ以外の業種の減少率も覚えておいた方がよいグラフです。

第2-1-40図　1ドル85円の円高が継続した場合の影響
～製造企業の約6割が「海外生産の拡大」、約4割が「海外移転」と回答している～ 
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中小企業の経営に大きな影響を与えている要因の一つが「円高」であることは、白書で詳しく触れられています。

どんな影響があるのかは比較的、思い浮かべやすいですが、それぞれのおおよその数値（○割）は頭に入れておきたいです。

第2-1-43図　今後取り組むべきこと（中小企業）
～中小製造業、中小非製造業ともに、約6割が「新規需要の掘り起こし」、約5割が「既存事業の高付加価値化」と回答している～ 
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製造業、非製造業とも、前向きな取り組みを上位に挙げています。

サブタイトルに加え、「新事業の展開」、「研究開発、技術開発」が上位にあることとその割合を押さえておきましょう。

第2-1-44図　販売額に占める中小小売店の割合
～中小小売店は、小売販売額の約7割を占め、人口規模が小さい市区町村では、その割合が高い～ 
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中小小売店が販売額の7割を占めるというのがみそですね。

人口が少ない所ほど、その割合が上がっていくというのは感覚的に理解できます。

第2-1-46図　商店街の経済的地位
～商店街は、小売業の年間販売額、事業所数、従業者数の約4割を占めている～ 
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今回の白書は、小売業の中でも特に商店街にフォーカスして分析を行っています。

震災以降、地域における商店街の重要性が見直されていますので、まず間違いなく出題されると思われます。

年間販売額、事業所数、従業者数が「全て4割」と覚えやすいですね。

具体的な各数値とともに確実に覚えるべき図表と思います。

第2-1-48図　商店街の営業店舗の有無
～物販店舗では、惣菜・パン、生鮮食品、お米・お酒、衣服・ファッション用品の割合が高く、サービス店舗では、理容・美容サービス、クリーニング・修理サービスの割合が高く、買回品よりも最寄品を中心に販売・提供している～
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商店街で営業している店舗の業種割合です。

物販とサービスそれぞれの上位業種の順位を把握しておきましょう。

順番の正誤を問う出題がされる可能性があります。

サブタイトルでは、買回品より最寄品を中心に販売・提供していると、商店街の特性を位置づけています。

このグラフで個人的に意外感があるのは、物販では衣服・ファッション用品が1位であること。感覚的には食料関係の方が多いようなイメージですが、そうではありませんので、ご注意を。

第2-1-53図　商店街事業者が販売・提供する商品、サービス
～「地域住民・顧客から「ここでしか買えない製品、サービスを提供してくれている」と言われたことがある」が64.0%と最も高い～ 
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商店街への期待度を示すグラフです。

サブタイトルに加え、それぞれ3割を占める項目もきちんと押さえましょう。

大型小売店やコンビニ、専門量販店、インターネット販売等に押され気味ですが（第2-1-68～70図も参照）、地域住民からは不可欠の存在として認識されているということですね。

第2-1-55図　商店街がなくなった場合の影響
～全ての年代で「活力やにぎわいが失われる」、「買い物が不便な人が出てくる」の順に割合が高くなっており、高齢者ほど、こうした影響を懸念している～ 
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中小企業庁として、「地域社会にとって商店街はなくてはならない存在である」ことを示すための図表だと思います。

上位2つの影響が、50～60歳代で5～6割を占めていることに留意。

一方、「影響はない」と回答している人も2～40歳代を中心に3割前後いることも押さえておきたいところ。
第2-1-61図　商店街の地域住民向けの取組
～地域住民向けの取組として、商店街は約7割が「お祭り、地域文化継承」や「集客イベント」を実施。消費者は、有償であっても、4人に1人が「送迎バスや福祉タクシー等の運行」や「学校や老人施設向け給食サービス」、「行政窓口の代行サービス」を希望しており、無償も含めると、9割以上が「清掃・美化」や「防犯」を希望している～ 
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特に、商店街の取り組み度合いに比べ、消費者がより希望する項目に注目しておきましょう。

サブタイトルはやや長めですが、特に「消費者は、～」に注意。
その中でも、「清掃・美化」、「防犯」への希望が高いというのは、現実の社会状況を反映している結果と言えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第2-1-65図　小売業の年間販売額及び売場面積
～売場面積が増加している一方、年間商品販売額は1999年から減少に転じている～
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第2-1-66図　売場面積規模別の小売業の年間販売額及び売場面積
～売場面積500平方メートル未満の店舗は、販売額、 売場面積ともに大幅に減少している～
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上記2つの図表は、中小小売業の置かれている環境を表しているもの。
付属統計表とも併せ、小売業の年間販売額の数値も頭に入れておいてください。

・年間商品販売額のピークは1997年で、99年から減少傾向、02年から横ばいで推移。

・売場面積は1985年以降、一貫して増加。
・年間販売額も売場面積も、500㎡未満の店舗では大幅に減少。
第2-1-68図　日頃利用する買い物場所及び方法
～「10分圏内のコンビニエンスストア」が81.1％と特に高い。以下、「10～30分圏内の大型店舗」と「10～30分圏内の量販専門店舗」の約5割に次いでインターネット販売・通信販売も45.6％と高い～ 
[image: image23.png]4s6

1

07

sz

Vs
wes
g

P

A

geme
8-geme
o-geme
Seme
Fams.
§-geme
S-REEE
26w
Fems.
§-geme
S-REmE
26WE
Fems.
§-geme
S-REmE
EL
Fems
§-geme
S-REWE

£

28 8 R 8

OO 20M

Lo

22247

ave=

BEEMES

AUEH
RF) ) QRITEFE [SHECHMRI(010% 117, WEBRATF)

(G1) WM™ AR S 6 1 OO ALY




消費者がよく利用する店舗のアンケート結果です。

10分圏内のコンビニが約8割、10～30分圏内の大型店舗と量販専門店、ネット・通信販売が約5割を占めること、一方、商店街は10分圏内でも3割未満という状況で、商店街の凋落ぶりが数値に表れています。

よく新聞等で問題になる、地方都市のシャッター商店街や買い物弱者の問題も含む図表です。

第2-1-73図　今後10年程度を展望した商店街の課題
～今後の課題は、商店街は経営者の高齢化や店舗等の老朽化を挙げる割合が高いが、消費者は空き店舗の増加、大型店舗やインターネット販売・通信販売との競合を挙げている割合が高い～ 
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サブタイトルに挙げられている、商店街側と消費者側との認識が異なる課題をしっかりと押さえ、併せてそれぞれの消費者の割合が6割弱あることも覚えておけばベター。

商店街側は内部要因、消費者側は外部要因を課題として挙げる傾向が見て取れます。

身近でも現実のものとなっている、「インターネット販売・通信販売との競合」を課題として挙げた商店街の回答割合が3割強しかないというのは意外です。
